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１．はじめに 

 東日本大震災を契機として，”共助”の重要性が再認

識されている．通常，共助は自治会等の住民組織が担

うことが想定されており，自治体の地域防災計画1)では

民間企業が共助の一翼を積極的に担うことは規定され

ていないのが現状と思われる．しかしながら，大分市

の臨海部のように，中小の工場・事業所と住居が混在

する地域では，震災時に近隣，血縁，コミュニティ等

の従来の共助組織が機能するか否かは疑問である．こ

のような用途混在地域では,むしろ民間企業自体が共

助を担うことが望ましいと考えられる． 

 本研究では，震災時において民間企業が地域コミュ

ニティの防災活動に参加し，企業の防災担当者が震災

発生時の地域コミュニティのリーダーも兼ねる等，民

間企業の共助を地域防災に活用する可能性2)について

検討してみた．  

 

２．研究方法 

 本研究では南海トラフ巨大地震で震度 6 強が予想さ

れている大分市の臨海部を調査対象地域とし，そこに

立地する全民間企業・事業所へのアンケート調査を実

施した．その結果をもとに民間企業が地域防災の中で

果たす役割を見出し，地域防災に関する民間企業の共

助意識を分析することにした． 

市販の住宅地図(ゼンリン社発行)を用いて大分市の

乙津川左岸から大分川左岸に至る臨海部に立地する学

校，病院等の公共公益施設を含む全事業所 704 箇所を

抽出した．調査票の送付・回収とも郵送法を用い，調

査期間は 2013 年 10 月 2 日～11 月中旬の約 6 週間とし 

た．発送数 704，有効回収数 209，有効回収率は 29.7％
であった．アンケートでの設問項目は企業の属性を含

め計 17 問あるが，本稿では主要な結果のみを示す． 

 

３．結果と考察 

(1)防災活動に積極的に取り組む必要性とその理由 
 企業が防災活動に積極的に取り組む必要性について

は，「大いにある」が 54.5％，「少しある」が 37.8％と

なり，合計すると 92.3％が必要だと回答した．企業は

防災活動に対して積極的に取り組もうとしていること

が示された．また，「大いにある」と「少しある」に回

答した事業所にその理由を尋ねたところ，「企業の社

会的責任の一環と考えている」（59.6％）と「企業が災

害時に一定の役割を果たすのは当然と考えている」

（58.5％）の 2 つが半数を超えていることから，防災

活動への取り組みは企業の社会的責任として捉えてい

ることが明らかになった． 
(2) 地域防災活動に対する民間企業の関わり方 

 地域防災への関わり方として重視度（「重要である」

＋「少し重要である」）が最も高いものは，「避難訓練

への参加」（87.6％）である．最も低かった「自社内で

の男女の役割分担の明確化」（49.7％）以外の 12 項目

では半数以上が重要と回答し，民間企業の地域防災へ

の関心の高さが伺えた（図-1）． 

 次に上記項目の重要度に順位を付けてもらったとこ

ろ，「避難訓練への参加」（27.3％）が最も重要と回答

している．また，1 位から 5 位までの総合計でみると，

「自治会(自主防災組織等)との連携」や「地域（住民） 

との日頃からのつながり」などが上位を占め，企業は

地域との繋がりを重要視していることが分かった． 
(3)地域防災活動における企業の役割 

 大津波発生のような大きな災害時における企業が地

域の防災活動を担う役割としては，「避難の呼びかけ

を行う」（56.5％）が最多となった．次いで，「避難場

所に物資を運ぶ」（38.3％），「公助が始まるまで避難

場所で支援活動を行う」（33.5％），「震災時に避難場

所までの誘導を行う」（29.7％）等が並んだ． 
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(4) 地域防災に積極的に関わることで生じる効累 
企業が地域防災に積極的に関わることで生じる効累

(メリット)としては，「企業の社会的責任を果たすこと

ができる」，「地域住民や自治会との関係が良くなる」

など地域貢献に関連することが多く挙げられ，「営業

成績がよくなる」や「自社のイメージアップにつなが

る」等の効果を考えている回答は少数であった． 
(5)民間企業が地域防災に関わることについての評価 

 総合的にみて，民間企業が地域の防災活勤に積極的 
に関わることについては，「大変良いこと」が 32.5％， 

「良いこと」が 60.8％と，大半の事業所が高く評価し 
ていることが分かった． 

(6)震災時に提供可能なもの 
 震災時にどのような物品・人員を提供できるかどう

かをみると，「避難誘導のための人員を提供できる」

（36.8％）と「避難者のための場所を提供できる」

（28.2％）の 2 つが多くなっており，人員か場所のい

ずれかの提供を考えていることが示された． 
(7)受け入れ場所の提供及び受入れ人数 

 災書時に避難者のための受け入れ場所の提供につい

ては，「提供できる」が 30.6％，「提供できない」が 39.2％，

「わからない」が 26.8％となった．また，受入人数に

ついては，「1～5 名程度」が 19.6％，「6～10 名程度」

が 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
が 12.9％，「11～20 名程度」が 11.5％となった．回答

企業の 3／4 は従業員数が 30 人以下の小規模の企業で

あるが，可能な範囲で受け入れたいとする意欲が伺え

る結果となった． 

 

４．おわりに 

 震災対応として，民間企業は「避難訓練への参加」

をはじめとして地域との繋がりを重視する傾向が示さ

れた．また，地域防災活動において，企業は「避難の

呼びかけ」を果たすべき役割と考えていることが明ら

かになった．今後は防災活動に意欲的な企業を選定し，

地域防災の里親となる“防災アダプト・プログラム”

の仕組みづくりが検討課題として残されている． 

なお，本研究は，（公社）日本建設情報総合センター

の助成を受けて実施したものである．ここに記して謝

意を表します． 
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⑬自社内での男女の役割分担の明確化

重要である 少し重要である どちらでもない あまり重要でない 重要でない 無回答
図-1 地域防災活動に対する民間企業の関わり方とその重要度 
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